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これから，ミャンマーの最近12,３年ほどの歩みに焦点をあててお話しします。
ミャンマーについてよく知らない方があるかもしれないので，最初にこの国の概略を少しお話し
て，その後，上記の時期のミャンマーを描写した数枚のスケッチを見ていただきます。最後に，「あ
たらしい光」をいっそう輝かせるためにはどうすればよいかを考えます。
国勢の概要
ミャンマーは，日本から飛行機で行きますと，直行便で６時間か７時間ほどかかります。2010年
あたりから新しい動きがありまして，新憲法が作られ，2011年からはそれまでの軍政が変更され，
総選挙をやって改めて議会を開設し，新しい政権ができました。現在でも基本的には軍人経験者が
リードしていますけれども，そのもとで市場原理型の経済政策を目指するようになりました。そこ
で，これらの新しい，「民主的な」動きを受けて，それまでのミャンマーに対する（欧米諸国およ
び日本の）経済制裁が解かれることになりました。
経済制裁というのは，ミャンマーとの経済交流の停止です。たとえば，ミャンマー製の商品は輸
入禁止にするとか，ミャンマーに対する経済援助を停止する，などです。1990年に総選挙があり，
当時の軍事政権は選挙で負けたのですが，政権を譲り渡すのを拒んでそのまま最近まで（いわば）
｢居座って｣ いました。それがけしからんというので，経済制裁が施かれたのです。その結果，ミ
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ャンマーはごく最近まで国際的に孤立し，経済的にも厳しい道を歩んできたわけでした1。
第１図は，ミャンマーの地理的環境を示しています。ミャンマーの一番大きな都市で数年前まで
首都だったヤンゴンは，マラッカ海峡のそばのインド洋に接しており，港があって，輸出・輸入が
できます。第二次世界大戦前には，ミャンマーは英国の植民地でしたが，その頃のヤンゴンはラン
グーンと呼ばれていました。
ところでヤンゴンの北方に，マンダレーという，ヤンゴンに次ぐ規模の都市があります。ミャン
マーがイギリスの植民地になる以前の王国時代には，中心の都はマンダレーでした。冒頭に述べた
新しい動きの直前，つまり総選挙の結果新しい議員が選ばれて新政府ができる数年前に，当時のミ
ャンマーの政府は，熱帯林を切り開いて新しい首都をつくる決心をしました。それがネピドーです
（第１図には描かれていません）。
第１図でご覧のように，ミャンマーは，中国と国境を接しています。中国は，経済的な理由から
インド洋と直結する販路を確保したい，たとえばパイプラインをつくりたいという強い希望をもっ
てきました。他方，ミャンマーのはるか南下方の海上には，地政上重要なマラッカ海峡がありま
す。たとえば，日本が中近東から石油を輸入する際には，輸送船がマラッカ海峡を通過する必要が
あります。このように，ミャンマーは，経済地理上あるいは政治地理の上で非常に重要な場所を占
めているといえます。
ミャンマーの社会政治史的なプロフィールを見ましょう（第１表）。先ほど言いましたように，
ミャンマーは昔は英国の植民地だったのですね。そこから独立したのが1948年ですが，第二次大戦
前には，一時，日本軍が占領していた時期がありました。今の国名はミャンマーというのですけれ
1 　中国は経済制裁に同意しなかった。一方日本は，欧米諸国の同盟国として経済制裁に反対すること
はなかった。しかし，厳しいことばかり言うのではなく，太陽と北風の童話のとおり，温かい光を送
って相手のオーヴァーを脱がせる政策をとる方法を考え，欧米諸国の顔色を窺いながらも，違った行
きかたを探っていたと言ってよいであろう。日本の考えにオーストラリアなどはむしろ賛同し，東南
アジア諸国はミャンマーをASEANのメンバーとして受け入れた。
第１図　地勢：ミャンマーの位置と地理的環境 第１表　ミャンマー基礎情報
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ども，ごく最近（1989年６月）までは「ビルマ」でした。ミャンマーというのは，ビルマという言
葉の文語体なのだそうです。つまり，ビルマとミャンマーとはもともと同じ意味なのですね。そう
いう事情で，公用語はビルマ語です。
現在のミャンマーは，大統領制を採用していて，現在の大統領はテイン・セインさん（第１表）。
副大統領が二人で，首相はいません。この形式は，アメリカの政治制度に少し似ているかもしれま
せん。テイン・セイン大統領は，新政府ができるまでは旧政権の執行部の一人だった人で，軍人出
身です。
ミャンマーの国土の総面積は，大体日本の倍くらいあります。その総面積の中で水面（湖水とか
川とか）が占める比率が約３％あるといいます。日本ではこの比率は１％ですから，国土面積のう
ちに水面が占める比率は日本の３倍ぐらいあるわけです。人口は大体5,000万人だということです
から，人口規模は日本の半分以下ということになります。ただし，1983年以降，人口調査（国勢調
査）をしていないので第２表にある2008年の人口数は推定にすぎませんが，これらの数値を使って
計算すると，一平方キロメートル当たり人口が日本では337人であのに対してミャンマーは75人で
す。算術上の人口密度は，日本の４分の１から５分の１くらいというところでしょうか。
民族構成は複雑で，およそ７割位はビルマ族と呼ばれる人たちですが，それ以外にカレン族とか
シャン民族とか，たくさんの少数民族がいて，その多くは国境沿いに住んでいます。実は，少数民族
との協調や融和こそは，現代ミャンマーの大きな政策課題の一つです。ほかの国や地域にもあるこ
とですが，少数民族は，それぞれ独立して自治権を持ちたいという強い希望をもつことがあります。
それに対し，多数派のビルマ族の人たちは，そうではなくて一緒に共和国をつくっていきたいと考
えました。ミャンマーの国軍はビルマ族を中心に構成されているので，少数民族が独立運動を起こ
すと国軍はそれを制止します。そうすると内戦が起こるわけです。これが，ビルマ（ミャンマー）
が，独立以来最近にいたるまで抱えてきた最大の問題だと言ってもいいと思います。
第１表の最終行に，GDP（gross domestic product，粗国内生産）が載っています2。GDPという
のは，一人あたりの国民所得のもとになる概念ですね。GDPを米国のドルで表してあります。ド
ルで書いてあるのは，国際比較のためです。ミャンマーの国民一人当たりGDPは，年間一人当た
りで大体1,600ドル程度です。日本は35,000ドルほどですから，日本と比べれば22分の１ほどという
ことになります。
ただし，ここでひとつ注意が必要です。この表には，PPP表示のドル建てのGDPだと書いてあり
ます。PPPとは，購買力平価（purchasing power parity）表示という意味です。購買力平価という
のは，通貨（日本なら円，ミャンマーならチャット）の値打ちを，為替相場の建値（１ドル80円とか，
１ドル100円とか）ではなくて，その通貨の国内市場での商品・サービスの購入能力で計る，とい
う意味です。
2 　わざと「粗」国内生産と書いた。通常は，「粗」国内生産ではなくて「総」国内生産と書いてあるの
にわざわざ「粗」と書いたのは，実は，GDPの最初のgrossというのは総合の「総」ではなく，減価償
却を含むという意味での「粗」だからである。
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というのは，為替相場は，必ずしも円やチャットの「本当の」モノ・サービスに対する支配能力
を表さないことがあります。そこで，為替相場とは別に，任意の商品・サービスを選んでバスケッ
トに入れ，米国で買うと何ドルかかり，まったく同じものをミャンマーで買うと何チャットかかる
かを調べます。そのときのドル支払い額とチャット支払額との比率（例えば１ドル・対・600チャ
ット）をミャンマー通貨の「本当の」購入能力と考え，チャットの購買力平価と呼んで，チャット
と米ドルの換算比率に（為替相場の代りに）使います。その結果が，ミャンマーGDPのPPP米ド
ル表示の値というわけです。
ここで，ミャンマーと日本の関係を簡単に復習しておきましょう。第２表と第２図とは，江橋正
彦氏（明治学院大学名誉教授）のリポートから借用したものですが，これによると両国はかなり縁
が深いことがわかります。その一つとして，敗戦後1955年に早くも日緬平和条約が結ばれ，賠償・
経済協力協定が調印されました。ミャンマーは，日本が敗戦国から復興する第一歩を踏み出した時
に，率先して日本の再起を祝福してくれた国の一つだったのですね。日本のミャンマーに対する賠
償金をかなりまけてくれたという話もあります。
ちなみに，その時の日本からの賠償金の一部で，日本工営という会社によってバルーチャン発電
所という名前の水力発電所が造られました。この発電所は今も現役ですが，ただ，冒頭に述べた経
済制裁のためずいぶん痛んだまま（つまり，｢減価償却｣ が怠られたまま）古くなり，性能が落ち
ていましたが，最近ようやく（日本政府の資金で）懸案の改修に手がつけられることになりました。
第２図は，世界各国からミャンマーに贈られた公的支援（Official Development Assistance，
ODAといいます）の経緯を表しています。横軸は年度，縦軸は米ドル（百万ドル単位）です3。ミ
　　減価償却とは，たとえば，設備とか建物などを使っていると，使用する年数や強度にしたがってだ
んだん磨滅するため，磨滅したものの補修や取り替えの費用をいう。これに対して，国民の所得の勘
定をする時には減価償却は除いて計算する（「純」国内生産，またはNDP, net domestic productという）
が，国全体の経済力を考える場合は減価償却を含む数値が適切である。
3 　購買力平価ではなく，為替相場による換算値である。
第２表　ミャンマーと敗戦後日本 第２図　対ミャンマーODA，1963-2005
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ャンマーに対する政府間の援助は，1970年代の終りから1980年代初頭まで，かなりの額にのぼった
だけではなく，そこに占める日本の割合がかなり大きかったのです。ミャンマーに対するODAの
うちでは，日本政府の支援額が一番大きかったと言っていいでしょう。もっとも公的支援は，1990
年代からガクンと減っていますが，これは経済制裁のためです。
仏教の国
これからお見せする数枚の絵は，ここ15年ほどの間に描いたものです。日付が古いものが多いの
で，ヤンゴンの空港など，近年になって新しく造り直し，昔とは様変わりしたところもあります。
しかし，農村や庶民の生活風景などはまだあまり変わっていないと思いますので，これらのスケッ
チは，20世紀末から21世紀初頭のミャンマーのイメージを伝えるのに役立つかもしれません。
第３図は，たぶん一番有名な仏様の涅槃のお顔を描いたものです。横に768メートル，すごく大き
くて，柔和なお顔です。拝謁に来る人たちがたくさんある。ミャンマーは，基本的に仏教文化圏な
のですね。もちろんキリスト教徒もいるし，イスラム教徒もいますけれど，一番多いのは仏教徒で
す。第４図は，寺院の中に置かれた像と人物です。観光に行くと，右側の人物のように，案内役を
買って出る人が現われることがありま
す。ここでお祈りしているように見える
のは，僧侶かもしれません。
農村風景
第５図は，ミャンマー南部のデルタ地
域（下（しも）ビルマと言います）の農
村風景です。この地域は，英国の植民地
になるまでは未開発でした。それ以前は
住人もほとんどなかったところが切り開
かれ，ここより北方の地域（上（かみ）
ビルマ）から農民が移り住んで水田耕作
を始め，出来たお米を輸出してたくさん
の外貨を稼ぎました。英国植民地の食糧
基地として機能するとともに，中国やイ
ンドの商人が儲かる仕組みを作ったので
すね。この目論見は成功して，20世紀初
頭のビルマはよい米をたくさん作るよう
になりました。この図には，この地方に
おける20世紀末の水田風景が描いてあり
ます。
第３図　仏陀の国 第４図　仏陀の国
第５図　水田耕作風景
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第６図から第８図までは，2000年か2001年頃の農村の様
子を描いています。
第６図は，日本の専門家たちが上ビルマの農村調査をし
たときの風景を描いたものです。農家の傍らに机を出し
て，農民の人たちにいろいろ質問をして，答えを記入しま
した。この農家は，簡素ながら立派な建物だと思いません
か。第７図は村長さん。村長さんの所に村民たちが寄り合
って会議をします。その会議に出てきた人たちの風貌が第
８図です。どこか日本人と似た感じもありますね。なかな
か気品のある姿だと思いましたけれど，少しお洒落をして
いたのかもしれません。
この調査のとき会った農民のなかには，村の鍛冶屋から
今年の春5,000チャット借りたと言った人がいました。利
子はたしか７％（月利）と聞きました。農村では，まだ金
融機関が十分に発達していません。お金を借りるのは難し
いので，必要な時は，高利貸や相対的にお金のある親戚縁
者などから借金をしなければなりません。
第９図は，中部ビルマの農村を走っていたときに見た風
景ですが，玉葱畑のまんなかに石油を汲み上げる塔が建っ
ていました。ミャンマーの自然資源が豊かなのは，日本と
非常に違うところで
す。この絵は石油採掘
ですけれど，近年のミ
ャンマーが政治的にも
経済的にも変わってき
た一つの大きな理由
は，天然ガスを（外国
企業の資金も入れて）
採掘して輸出するよう
になったところにあり
ます。その収益のう
ち，外国の会社に払っ
た残額はミャンマー政
府の財政収入になりま
す。この仕組みが21世第８図　村民点描 第９図　石油も玉葱も
第７図　村長の出席する会議
第６図　農家経済調査風景
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紀初頭から始まったことによって，経済的にも政治心理
的にも余裕が生まれたのだと思います4。
さて第10図は，ヤンゴン近辺で（2000年頃に）訪れた
農村精米所の精米機を描いています。精米所は，米作農
家にとって非常に大事な所であるだけではなく，農村内
での工業的生産の場でもあります。もちろん最近の精米
所には，もっとモダンなものがあると思います。
第11図は，（これも2001年頃に中部ビルマで見た）村
の鍛冶屋さんです。農村でも，鍛冶屋とか，精米所と
か，簡単な農具や機械器具（鍬とか鍋とか）の製造・修
理や，大工さんの仕事などが絶対必要です。そういう営
みは，（日本でもそうでしたけれど）農業と兼業のこと
が多いのではないかと思います。
都市風景の一端
ここまでは農村風景でしたが，次に少し都市の様子を
見ましょう。
まず第12図は，植民地時代に建てられたヤンゴン市内
の建物です。修繕が行き届いていないのでかなり傷んで
はいましたがすばらしい建物で，軍事政権の時代には政
府が（大臣の執務室などに）使っていました。ヤンゴン
市内の政府の土地や建物は次第に処分される計画のよう
ですが，このような建物はぜひ保存しておいて欲しいも
のです。
ところで，経済発展のためには，工場を建てるとか自
由・サービス業を含む商務流通業の開発をする以前に，
社会資本（social overhead capital）の充実が必要です。
社会資本とは，（1）道路とか鉄道とか港湾とかエネルギ
ー供給などの公共利用のための物的施設（「物的な」社
会資本）と，（2）法律・保健医療・学校・公安システ
ム，それに対人間の信頼度の高さなどを含む社会制度や
社会慣習（「非物的な」社会資本）のことです。
4 　ミャンマーを20世紀末に訪れた経済学者たちは，私を含めてミャンマーの経済開発は遠からず頓挫
するだろうと思っていたが，その「予言」はまったく当たらなかった。エコノミストの「予言」が当た
らなかった最大の理由は，天然ガス収益が入るようになったことにあったと思われる。
第12図　植民地時代の建造物（ヤンゴン）
第11図　村の鍛冶屋
第10図　村の精米所
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第13図は，物的な社会資本の一例で，道路の下に備えられた下水ポンプです。驚くべきことに，
英国植民地総督府は，当時の首都であるヤンゴン（その頃はラングーン）の中心部に下水道を敷設
したのですね。道路の下を深く掘って下水管を通して下水を集め，ポンプで水圧をかけて汚水を押
し流します。2001年ごろに見学したのですが，設備は健全でちゃんと作動していました。もっと
も，これは植民地政府が駐在したがゆえの例外的現象で，汚水処理場は未だ作ってなかったと思い
ます。下水は，町の傍を流れる大きな川に放出されて（垂れ流されて）いましたし，一般には，20世
紀末でも下水道が普及していなかったのはもちろんです。
下水に限らず，ごみの収集・処分は，いつの時代でも，またどこの都市でも重要不可欠の課題で
すが，20世紀末のヤンゴンでは，多くの人が居住する２階建や３階建のビルディングの窓から家庭
ゴミが放り出され，下の道路上に堆積されているところがありました（第14図）。もちろん市当局
は，これらの家庭ゴミとその他のゴミとを集め，仕訳したり一次処理をした上でトラックに載せ，
遠方の収集所に集積する努力を払っていました。しかし，基本的に物的な社会資本が足りない（あ
るいは，それを整備する資金が不足している）という事情は，今も続いています。
物的な社会資本不足のもっとも卑近な例は，電力不足です。だから，停電がある。ヤンゴンのホ
テルに泊る場合には普通は体験しないでしょうが，普通の民家に住んでいたら，頻繁に停電しま
す。もっとも，発電については中国の支援がかなりありました。中国は経済制裁に加担しなかった
ので，ミャンマーに対する公的支援の一部として（制裁が解かれる前から）いくつかの水力発電所
を建造してくれました5。そのおかげで，一時ほど停電はしなくなったと言えるのですが，それでも
2013年現在，工業化のための電力はまだまだ不足気味です。
第15図は，ヤンゴンの川辺で見た小型船です。ヤンゴン市中にも大きな川が流れていますが，日
本の河川に比べてかなり水量が多いのに，（あたかも徳川時代の交通事情に似て）橋がないので，
渡船に頼るしかありませんでした。また，ヤンゴンの市中には鉄道が走っていますが，ゆっくり走
5 　その結果生まれた電力は，相当部分が（おそらく発電所建造費用にも充てるために）中国へ輸出さ
れたそうだから，中国の電力供給にとってもプラスだったと思われる。
第13図　ヤンゴンの下水設備 第14図　ヤンゴンで見たゴミ処理風景
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るので，小走りで走ったら追いつける程度の速度だそうです6。交通機関もこういう状況だとすれ
ば，物的社会資本の不足や未整備を解決するのがミャンマーの重要な課題であるのは明らかです。
第16図は，日本企業が関係する製材所の仕事場を訪問したときのものです。ちなみに，木製品関
連の伝統的な職人技能（たとえば，家財，漆を使った調度品，家財など）には見るべきものがあり
ます7。製材業や木材加工業は，在来技術を用いる職人芸の基盤でもあります。建材用のチーク材を
たくさん輸出したような時期もありました。
最後に第17図と第18図は，紳士服を作っている日本との合弁工場のスケッチです。かなり以前か
ら，ミャンマーの都市地帯における工業活動は，労働集約的な産業（たとえば，繊維業，機械器具の
組立業，食品加工業など）を中心に営まれてきました。この二つの絵では，担当者が布地を点検し
たり，測ったり，大きな機械で裁断したり，伸ばしたりしています8。出来あがった背広は，なかな
か品質の良いものだと思いました。しかし，社長さんからは，停電に備えて自家発電の設備を備え
6 　最近，日本のJRなどは，改善のための技術協力をしていると聞く。
7 　この点でも，日本と少し似たところがあると思われる。
8 　この企業はかつて中国に進出しており，ミャンマーに移ってきた時に中国で使っていた機材や雇傭
していた技術者を連れてきたということである。これらの大きな機械は，もしかすると中国製だった
かもしれない。
第18図　背広地の裁断と加工
第17図　背広地の点検
第16図　製材加工業
第15図　橋梁不足
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る必要があるので費用が嵩む，港までの搬出路が遠過ぎる，あるいは輸出手続きに制度上の不満が
多い（これはまさに「非物的な」社会資本の未整備の一例です）などの問題を聞かされました。作
業場の労働者は真面目によく働いていましたが，とくにハッピーな顔つきだとは感じませんでした。
ミャンマー経済の国際評価
ここで，以上のスケッチ描写をまとめる意
味で，第３表を見てください。この表は，ミ
ャンマーをその隣国（カンボジア，ラオス，
インド，ベトナム）および日本と比べた状況
を，数字で表現しています。
この表の最初から二行目に，UNDP（United 
Nations Development Program，国連開発計
画）が作った，2010年度の「開発指標」の順
位が記されています。それによると，ミャン
マーは（指標の値は隣り４国と同じ0.5である
にもかかわらず）最後尾に位置しています。
しかし，出生時の平均余命はほぼ70歳前後
で，日本を除く隣り４国との間に大きな差は
ありません9。栄養不良の人口比率は，カンボ
ジア，ラオス，インドに比べてはるかに良
く，実際，農村を含め，乞食の姿は見かけな
いようです。街の道路を歩く市民も，痩せて
あばら骨が出るような体つきの人はいませ
ん。自然資源が豊かだし，米以外の食糧も比
較的豊富なので，貧しいとはいえ，飢餓に瀕
している人口はそれほど多くないのではない
でしょうか。一万人当たりのお医者様の数
も，日本の５分の１ほどですけれども，カンボジアやラオスよりは高く，初等教育比率もかなり高
くなっています（ただし，平均就学年齢は４年で，隣り４国よりは低くなっています）10。
9 　ミャンマーとカンボジアとの５歳未満の死亡率が異常に高いのは，もしかすると統計数値の解釈に
問題があるのかも知れない。
10　プロフェッショナルとしての訓練を受けた若者や中堅層が（軍人と医者とを除くと）比較的少ない
のは，改善しなければならない。ちなみに，1988年に大学生の反体制デモが誘発した内乱が鎮圧され
た後，当時の政権は，同様の事態の再発を恐れて大学を一時閉鎖したりヤンゴン市外に追い出すなど，
高等教育を優遇しない措置をとった。
第３表　UNDP社会指標の社会指標の比較
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一人当たり二酸化炭素の排出量も，（工業化が進んでいないことを反映して）日本よりはるかに低
くなっています。第３表の後半で，安全の認識とか，仕事の満足度とか，健康状態が良好か等々に
ついては本人の判断を聞いています。たとえば，「あなたは自分の生活水準に満足していますか？」
という質問に対する回答を見ると，（特に満足度が高いラオス以外は）隣国の水準とそれほど違い
はありません。
こうして，第３表を検討してみると，ミャンマーの場合，たしかに，電気のない人口比率が高い，
内戦による死亡者数が多い，2000年から2008年までの消費者物価上昇率がとりわけ高かった，など
の問題はあります。けれども，人間開発指数の水準自体は隣国と変わらないし，その内容も，総じ
て隣国と比べてそれほど見劣りするわけではありません。言い換えれば，UNDPの統計数字にした
がうかぎり，ミャンマーは，一人当たりのGDPの値が示唆するほどに惨めな国ではありません。
つまりこの国は，（カンボジア，ラオス，インドなどと比べても）通常言われるような最貧国では
ないのではないかと思います。
ミャンマーが，非常にみじめな国だという印象を与えてきた一つの理由は，少数民族との間で内
戦が続いたこと，そして内戦を抑えるため，国軍を背後にもつ当時の政権が選挙に表われた民意を
反映しない政治を押し通してきたところにあるでしょう。その結果敷かれた国際的な経済制裁が，
1960年代以来の経済政策が際立って「内向き」でしかも上手でなかったという事情をさらに深刻化
させて，経済の発展を妨げていたのはたしかです。
「内向き」政策の史的淵源
政府の政策が「内向き」だったと言いました。1960年代のなかばから，21世紀の初頭までこの国
は，事実上，社会経済的な「鎖国」の状態にあったと言ってもよいでしょう11。1988年まで，当時
のミャンマー（ビルマ）政府は，「ビルマ式社会主義」を標榜していました。そもそも英国の植民
地支配からミャンマーが独立した時のリーダーだったアウン・サン将軍（アウン・サン・スーチー
さんの父君，第19図）とその仲間たちは12，第二次大戦前の英国で喧伝されたフェビアン・ソーシ
ャリズム（Fabian socialism）の影響を受けていました。フェビアン・ソーシャリズムというのは，
革命によらず漸進的にゆっくりと改革を進める社会主義の主張です13。アウン・サン将軍が暗殺さ
11　もっとも，1988年から1997年のアジア金融危機到来まで，一時的に自由化の兆しが見えた時期があ
った。
12　アウン・サンは，優秀な軍人であり，独立運動のリーダーでもあった。彼は，第二次大戦中，日本
軍と共に行動した時期もあったが，日本軍の目的や行動に賛同したわけではなく，ビルマ（ミャンマ
ー）が植民地支配から抜け出すきっかけになることを願って日本軍に協力したのである。
　　アウン・サンは，日本敗戦後，英国（労働党）政府と交渉して，ビルマは英連邦に留まらず直ちに
独立するとの約束をとりつけるが，帰国後，植民地時代のビルマ政府要人グループによって暗殺され
てしまった。
13　英国のフェビアン協会の会員は，シドニー・ウェッブ夫妻など，ロンドン大学の政治経済学院（London 
School of Economics and Political Science）創始者を始めとする著名な知識人を含んでいた。
130
れた後，そのあとを継いで独立後の議会制内閣を率い
たウ・ヌー首相は，青年時代にカール・マルクスの資
本論をビルマ語に翻訳したと言います。つまり独立派
の青年たちは，資本主義はやめて（私的所有権を制限
し），土地は国有，大企業は国営にするのがよいとす
る，計画経済の思想の影響下にありました。これは，
日本を含め，当時，一世（とくに若者）を風靡した社
会思潮でもあったのです。植民地支配への反発もあって，外国の影響を排した（すなわち「内向き」
な），計画主義の思想が選択される原点になったと思います14。
「あたらしい光」を輝かせる方策
最後に，ミャンマーの経済発展に資する方策を編み出す際の参考資料として，日本の経験を少し
思い出してみましょう。ただしこれは，日本の経験がそのままミャンマーのお手本になるという意
味では決してありません。
近現代における経済発展には，三つの局面があると思います。一つは発展の初期条件（initial 
condition）の醸成，二つは市場の発展（market development），そして三つ目には近代経済成長
（modern economic growth）の開始（第４表）です。
初期条件とは，近現代の経済発展が始まる時点にお
ける内外の政治状況，そして国内での社会資本，農業
の生産性，農村工業的な活動，人口成長率，教育程
度，等々の状態（水準）です。市場の発展とは，社会
生活における市場取引の浸透の程度（たとえば，貨幣
取引の浸透度，労働サービスの市場での取引，金融商
品の公開市場での売買など），そして近代経済成長と
は，人口のおだやかな増大に併せて，科学･技術のあ
たらしい成果を活用した生産の拡大と生活水準の上昇
です。
経済発展の過程や仕組み（理論といってもいい）
は，どの国でもまたどの時代でも基本的に同じだと思
いますが，しかし，その初期条件の状況，市場の発展
の度合い，近代経済成長の特質とかは，国ごとの個性
14　ウ・ヌー政権は，国民の支持は強かったにもかかわらず，内戦が続いたことや，仏教を国教とする
法律をめぐる論争を始めとする党内意見の対立激化を調整しきれず，ネ・ウィン将軍によるクーデタ
ーで1962年に倒された。ちなみに，「ビルマ式社会主義」が宣言されたのは，ネ・ウィン政権発足時の
こと（1963年）である。
第４表　初期条件整備の要件
第19図　アウンサン：独立建国の象徴
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に左右されます。同じ料理を作るにしても，材料や作る人が違えば味が違ったり，同じ疾病に対す
る医療でも患者の個性や病歴などによって処置や処方が違うのと似ているのではないでしょうか。
ですから，日本の経験がミャンマーにそのまま当てはまるわけでは決してありません。しかし，ミ
ャンマーの新しい光を輝かせる方策を工夫するための資料やヒントとしてなら役立つこともあるか
も知れません。
さて，ミャンマーの経済発展のためには，何はともあれ，初期条件をまず整備したいですね。す
なわち，物的な社会資本（通信制度や交通制度など）と，非物的な社会資本（法律や会計制度，組
織管理の方法など）とを整えることが必要です。明治期の日本政府も，自前の資金はなかったけれ
ど，外債を発行したり借金をしたりして，かなり早くから鉄道を作ったり，通信制度を作ったりし
ました。また非物的な社会資本の例を一つあげると，日本では，明治の初年には「工場」という概
念が（もちろん言葉も）ありませんでした。複数の人びとが集団の一員として時間やマナーを守
り，しかも能率よく協力して仕事をする方法を編み出すには，その社会の歴史や文化にも配慮する
知恵や工夫が必要です。全員が毎朝揃って時間通り仕事を開始するとか，仕事が終わって帰る際に
工場の資材を持ち帰らないようにするとか，現在では当たり前のことでも当時は意識して気を使う
必要がありました。
それと，広い意味での産業政策を実施することです。これからどういう国作りをするのか，発展
のヴィジョンの素案を作り，広い範囲で検討して国民の共用認識にする必要があります。このため
には，自国の経済特性や優位性（比較優位comparative advantage）がどこにあるかを見極め，そ
のための条件整備を心がけるとともに，上記諸要因の将来を占う。どういう商品サービスなら外国
で売り捌けるのか，他国に比べて自国はどういう点で有利なのかなどを認識するため，情報の収集
と伝播とに努める。統計制度の常設，カタログの収集と公開，国内外での商品博覧会の開催（もし
くは参加），商社や貿易振興会の設立等々，やることはいろいろあります。
明治日本の場合，初期条件のためにいつ何をやったでしょうか。鎖国日本も，「開国」し，米国
や英国やフランスなどと並んで社会も経済も「モダーン」になりたいと決心した時には，かなり早
くから初期条件の整備を心掛けたと思います。
たとえば，発展のヴィジョンを得るためや関連の情報を集めるためには，岩倉使節団が重要な役
割を果たしました（第５表を参照）。今思い出しても驚くべきことですが，当時の日本の首相が，
大勢の行政官や専門家を引き連れて，１年以上に亘って米国からヨーロッパを周ってきたのです
ね。この時に得た知己や人の縁は，その後欧米から「お雇い外国人」を招くときにおおいに役立っ
たに違いありません。その証拠に，「お雇い外国人」たちの人選はそのほとんどが成功で，優秀で
適任の人材が招聘されたと思います15。ほんの一例ですが，スコットランド出身の技師のヘンリー・
15　もっとも，これらの外国人専門家たちは，当時の日本としては破格の（人によっては首相の給与額
すらも上回る）報酬をもって迎えられたのだから，優秀で当然だったといえる。けれども，高額の給
与を払ったというだけでは，彼らの好成績──招いた人材のほとんどが適任で，後世に語り継がれる
ほどよい仕事をしたという事実──を説明するには不足である。
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ダイアーさんは機械工学での貢献が著
しかったし，フランス人のギュスター
ヴ･エミール・ボアソナードさんは民
法典の編纂に協力し，ドイツ人医師の
エルヴィン･フォン・ベルツさんは西
洋医学の普及に偉大な貢献がありまし
た。
さて，実際に市場が動きだす態勢が
整ったら，市場の発展を支援する。財
政・金融制度の近代化と教育・訓練制
度の充実はぜひやらなくてはなりませ
ん。明治期の政府も，地租改正など，
政府の収入を増やす努力をしまし
た16。それと銀行制度を設立して民間
から預金を集め，資金の供給を豊かに
する17。産業育成のためには，貿易保
険とか，公的な試験場や特許制度の設
立など，私企業では賄うのが困難な制
度を設立すれば市場の発展を支えま
す。
中心的な役割を担うのは，何と言っ
ても生産技術ですが，比較優位の原則
に照らした産業選択とともに，初期条件に適合する生産技術の選択が望まれます。
経済発展の初期には，自分で新しい技術を開発するのではなくて，伝統的な社会で養われ育った
商品のための伝統技術や技能を出来るだけ活用するのがよいと思います。それが無理な場合には，
外国で開発された技術を借りる方策を考える。明治日本の繊維産業では，慣れ親しんだ伝統的な木
製織機のデザインに最低限必要の鉄材を導入して，改良型の織機（混合型hybrid技術）を利用した
事例がありました。
ちなみに明治政府は，国営企業をいくつか運営しました。富岡製糸場のようにフランス人の技師
を招いて新しく開設したものもありますが，幕末から存在していた官営の生産現場を引き継いだも
のがいくつかありました。しかし，明治初年にかけて日本にあった官営工場は，政府が財政難に直
面したのと，経営上の理由もあったのでしょう，その後民間に安く払い下げられました。その後，
16　もっとも，なかなか見込み通りには行かなかった。というのは，地租は金納であったため，インフ
レーションで実質税率が低くなってしまったためである。
17　銀行をたくさん作るという条例が，1872年に出された。
第５表　明治初期条件の整備
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明治の末年から昭和初めにかけて官営で営まれた製造業は，軍工廠のほかには八幡製鉄所がある程
度です。
市場の発展をいっそう促進するには，細かいけれども大切なポイントがいろいろあります。たと
えば，計量制度の確立や商品規格の標準化は，市場の発展を助けます。度量衡が確立していない
と，大きさや重さの確認や調整に時間と労力がかかり，取引が円滑に進まないし18また，商品規格
のある程度の統一（標準化といいます）も，市場取引の幅を拡げます。たとえば，自動車を生産す
る時に，自動車の部品がモデルごとにてんでばらばらだと，同じ目的の商品でありながら規格やデ
ザインが少しずつ違う物品を別々に作らないといけません。これには，余計な費用が嵩む可能性が
あります。パソコンや携帯電話でも，部品の規格（たとえばソケットの穴の位置とか大きさとか）
が会社ごとに異なると，違う会社の製品をちょっと借りて急場を凌ぐわけにはいきません。度量衡
の確立と商品の（品質を含む）標準化とは，市場範囲を広げる大切な条件なのです。
また，品質管理の普及によってムラやムダを減らすとか，商標（ブランド）を確立することで購
買者に商品特性を瞬時に知らせるとかは，どちらも市場の取引費用を減らすので消費者に喜ばれま
した。また，業界団体（輸出組合とか産業組合とか）を形成して産業の生の情報を政府に伝えたり
業界の政府に対する要望をまとめたりすることで，より適切な産業政策が迅速に立案される助けに
なりました。
もちろん，もっと直接的な産業政策としては，現代経済学が教える前提条件が満たされる場合に
は19，補助金を出すとか，利子補給をするとか，税金をまけるとか等々の諸策があるのは言うまで
もありません。
ともあれ，ミャンマーの順調な経済発展と，日本とミャンマーとのいっそうの友好関係を期待す
るものです。ご清聴をありがとうございました。
何か質問やコメントはありますか。答えられる限りお答えします。
質問： 初めのほうのお話で，欧米諸国の経済制裁を受けたという話があったんですけれど，実際に
経済制裁を受けた方というのは，どれくらいダメージというか，効果というか，ミャンマー
の方は被ったのですか。
尾高： それを数字で表すというのはすごく難しいですね。たとえば，衣料品をわりに丁寧に作って
安くアメリカに輸出しようと思っても，米国では輸入禁止だったんですね。日本には多少輸
入されていましたけれど。ただし，ミャンマーの少数民族のうちには，独立運動の資金源と
して麻薬を育てていたところがあったそうです。ケシは，実はアメリカにも流れていたので
18　ちなみに，度量衡の全国統一には政治的な安定が必要である。このような側面からみても，政治的
な安定は経済発展の必要条件である。
19　近い将来，一人前の産業に育って投下した公共的資金を還元する見込みがある場合の支援（幼稚産
業保護），支援対象の企業だけではなく当該企業外の社会経済に利益が及ぶと期待される（外部経済が
ある）場合など。
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はないかと思いますが，その金額や分量を知ることは難しいですね。
　　　 　ちなみに，ケシでお金を稼ぐのは困るので，日本は，ケシ栽培はやめて普通の農作物を育
てるのを奨励してきました。たとえば，蕎麦などを少数民族の地域で作るようになりまし
た。ミャンマー産の蕎麦焼酎はなかなか旨いから，お酒の好きな人は飲んでみるといいと思
います。
　　　 　ともかく，対欧米諸国の輸出は，一切できなかった。だから，ミャンマーの貿易収支は，
欧米に対してはほとんどゼロだったと言っていいと思いますが，それがどれくらい市民の収
入減に結果したかを量るのは難しい。また，米国の企業がミャンマーに直接投資しようと思
っても出来なかった。しかし，ミャンマーの資金量は少ないですから，もし速い速度で工業
化しようと思うと，これからも（他のアセアン諸国がやってきたように），外国から資本を
入れる必要があるだろうと思います20。
　　　 　他方では，ミャンマーの天然資源が非常に豊富なので，国のリーダーたち自身は，内向き
で鎖国的な経済政策でもさほど困らなかったのかも知れません。新しい革新を起こす気力が
なかったというか，動機付けがなかったのかも知れない。国際関係を断絶させる経済制裁
は，ミャンマーの社会に保守的な考え方や革新を歓迎しない風潮を蔓延させたかも知れない
と思います。
　　　 　そういうことを含めて，経済制裁はマイナスに効いたと思います。けれども，それを数字
で表すのは難しいと思います。
質問： 今のお答えを聞いていまして，経済制裁というのは，政権のトップといいますか，軍事政権
の上層部より一般市民のほうに，効果というか効力が重いと考えていいですか。
尾高： そう思います。近年，米国のクリントン国務長官（当時）が，ミャンマーに対する経済制裁
は効果がなかったという趣旨の発言をされたことがありました。米国でもそういう意見があ
るのかなと思いましたけれども，経済制裁は，あなたが言われたように，内向きの経済政策
で利益を得ていた人たちにではなくて，一般市民に一番打撃を与えたのではないかと思いま
す。そういう意味で，経済制裁を永く続けるのはあまり良いことではないと個人的には思っ
ていました。
　　　 　他方，経済制裁が続いている間に，中国とミャンマーとの関係が非常に密接になりまし
た。密接になること自体はもちろん好ましいけれども，国際政治のバランスが崩れるので，
日本の対外戦略にとっては必ずしもプラスばかりではなかったですね。日本が新しい投資を
するとか，水力発電所を作る支援をしようとか思っても，「もう中国に頼んだからいいよ」
と言って断わられるかも知れません。
20　実はこの点は，1970年代まで外国から資本を入れないように頑張った日本の経験とは非常に違うと
ころである。
